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財務諸表とは

財務諸表は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計
算書の４表から構成されています。なお、この４表の関係は次頁図【財務書類４表の
関係】のようになります。

【貸借対照表】

上図のとおり、左側に道路・学校などの保有している資産、右側に資産を形成した財源を
「負債」と「純資産」に分けて対照表示したもので、どのような資産をどのような負担で蓄積して
きたかを表しています。

【行政コスト計算書】

１年間に提供した行政サービスに要したコストと、その対価を対比させた財務諸表で、経常
行政コストと経常収益から構成されています。経常行政コストは、コストの性質と行政目的の２
つの視点から区分されており、コスト性質は、「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支
出的なコスト」「その他のコスト」の４つに区分されます。

【純資産変動計算書】

民間企業会計における株主資本等変動計算書にあたるもので、貸借対照表の純資産の部
に計上されている各数値が１年間でどのように変動したかを表してる財務諸表です。

【資金収支計算書】

行政活動の資金（歳計現金）が１年間でどのように変動したかを見たもので、従来からの歳
入・歳出決算と基本的には同じです。

－1－



Ⅰ．鳥取市普通会計財務諸表について

１．普通会計財務諸表の概要

総務省自治財政局長通知「公会計の整備推進について」で示された「簡潔に要約された
財務書類」の様式に基づいて作成した本市の普通会計の財務書類は次のとおりです。

【財務書類の作成基準】
○作成モデル 総務省方式改訂モデル（以下、改訂モデルという。）
○会計の範囲 総務省地方財政状況調査（以下、決算統計という。）における普通会計
○作成基準日 平成２２年度末日（平成２３年３月３１日）

なお、出納整理期間内の収入支出は、作成基準日までに終了したものと
します。

○基礎データ 主に、決算統計（昭和４４年度以降）の数値を利用しています。
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２．貸借対照表の概要

昭和44年度から平成22年度までに形成された資産は3,695億円、一方、これらを取得するた
めに充当された負債は1,216億3千万円、純資産は2,478億7千万円となっています。

資産

3,695億円

（100％）
純資産

2,478億7千万円

（67.1％）

負債

1,216億3千万円

（32.9％）
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資産の部

総資産のうち約90.0％（3,326億9千万円）を占めるのが道路や公共施設、土地などの「公
共資産」です。普通建設事業費の合計額を取得価格とみなして表示しています。減価償却
は、使途別に設定された耐用年数に基づき、残存価格を０とする定額法により計算してい
ます。残存価格等の減少により、平成21年度に比べ9億3千万円減額となっています。

「投資等」には企業（水道・病院）会計への出資金や、中小企業への貸付金のほか、特定
目的のために積み立てている基金を計上しており、330億2千万円となっています。基金へ
積極的に積み立てることで、平成21年度に比べ28億円増額となっています。

「流動資産」は、現金、預金及び1年以内に現金化することが可能な資産及び市税などの
未収金で37億9千万円となっています。繰越事業等に充当する歳計現金の減少により、平
成21年度に比べ1億2千万円減額となっています。

資産の内訳〔3,695億円〕

公共資産

3,326億9千万

円(90.0%）

流動資産37億

9千万円（1.0%）
投資等330億2

千万円（9.0%）

資産の内訳〔3,695億円〕
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公共資産の主な内訳〔3,326億9千万円〕
○生活インフラ・国土保全 1,433億2千万円 （道路・公園・住宅など）
○教育 1,009億4千万円 （学校・公民館など）
○産業振興 374億2千万円 （林道、農業施設、観光施設など）
○福祉 217億5千万円 （保育所など）
○その他（総務・消防・環境衛生等） 292億6千万円 （情報伝送路、消防施設など）

その他

3億円

(0.1%)

生活インフラ・

国土保全

1,433億2千万円

（43.1%）

教育

1,009億4千万円

（30.3%）

産業振興

374億2千万円

（11.3%）

福祉

217億5千万円

（6.5%）

消防

17億4千万円

（0.5%）総務

210億7千万円

（6.3%）

環境衛生

61億5千万円

（1.9%）

負債の部

負債は、資産の形成にあたって充当された資金のうち、将来の負担になるものです。
このうち「固定負債」は1,100億円で、翌々年度（平成24年度）以降に返済を予定している

市債の償還元金と、年度末に全職員が退職したと想定した場合の要支給額である「退職給
与引当金」を計上しています。

「流動負債」には翌年度（平成23年度）に返済を予定している市債の償還元金等116億3
千万円を計上しています。

市債発行の抑制や繰上償還等により、固定負債が平成21年度に比べ35億1千万円減と
なるなど負債全体で33億7千万円の減額となっています。

なお、市債は将来にわたり返済しなければなりませんが、返済額の約半分は、毎年度の
地方交付税で措置されます。
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負債の内訳〔1,216億3千万円〕

(流動負債)

地方債（翌年度償還

予定）等

116億3千万円

(9.6%)

(固定負債)

退職給与引当金

113億7千万円

(9.3%)

(固定負債)

地方債

986億3千万円

(81.1%)

純資産の部

純資産は、バランスシートの借方に計上されている資産のうち、すでに市民か
ら支払われた税金や国・県からの補助金等を財源として取得した金額を示すも
のです。

負債が「将来世代の負担」であったのに対し、純資産は「これまでの世代の負
担」となります。内訳をみると、公共資産等整備国県補助金が690億4千万円、
公共資産等整備一般財源等が2,160億9千万円、その他一般財源等が△375億
5千万円、資産評価差額が2億9千万円となっています。

純資産の内訳〔2,478億7千万円〕 （単位：千円）

287,243資産評価差額

△37,543,173その他一般財源等

216,087,711公共資産等整備一般財源等

69,040,077公共資産等整備国県補助金等
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 98,627,650

①生活インフラ・国土保全 143,318,537 (2) 長期未払金

②教育 100,940,398 ①物件の購入等

③福祉 21,746,997 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 6,148,542 ③その他

⑤産業振興 37,418,800 長期未払金計 0

⑥消防 1,737,602 (3) 退職手当引当金 11,372,887

⑦総務 21,071,217 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 332,382,093 固定負債合計 110,000,537

(2) 売却可能資産 306,847

公共資産合計 332,688,940 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 10,375,486

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 17,243,013 (4) 翌年度支払予定退職手当 665,773

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 590,162

投資及び出資金計 17,243,013 流動負債合計 11,631,421

(2) 貸付金 2,553,692

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 121,631,958

①退職手当目的基金 300,000

②その他特定目的基金 8,632,953

③土地開発基金 2,391,089 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 69,040,077

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 11,324,042 ２　公共資産等整備一般財源等 216,087,711

(4) 長期延滞債権 2,418,607

(5) 回収不能見込額 △ 513,461 ３　その他一般財源等 △ 37,543,173

投資等合計 33,025,893

４　資産評価差額 287,243

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 247,871,858

①財政調整基金 928,838

②減債基金 976,361

③歳計現金 1,472,675

現金預金計 3,377,874

(2) 未収金

①地方税 449,241

②その他 134,878

③回収不能見込額 △ 173,010

未収金計 411,109

流動資産合計 3,788,983

資　　産　　合　　計 369,503,816 負 債 ・ 純 資 産 合 計 369,503,816

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※２　有形固定資産のうち、土地は114,227,339千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は208,850,512千円です。

貸借対照表
(平成23年3月31日現在)

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

1,694,451

2,368,913

0

0

0

0

0
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３．財務指標による分析

社会資本形成の世代間負担比率
純資産合計／公共資産合計 ＝ 74.5％

社会資本の整備の結果を示す公共資産のうち、純資産による整備の割合を示すもの
でこの比率が高いほどこれまでの世代が負担してきた割合が高いことを示しており、財政
の健全性の見地からは好ましいといえます。しかし、社会資本は長期にわたって利用さ
れるものですので、世代間で公平に負担するという見地からは、一概に高いほうが良いと
は言い切れないとも考えられます。

予算額対資産比率
資産合計／歳入合計 ＝ 4.1年

歳入総額に対する資産の比率により、ストックである資産の形成に何年分の歳入が充
当されたかを見ることができ、年数が多いほど、すでに社会資本整備が進んでいるものと
考えられます。

〔平成２２年度決算における類似都市の状況〕

4.174.5鳥取市

3.875.6上越市

3.866.8松江市

予算額対資産比率（年）世代間負担比率（%）

1,2147351,949松江市

1,2696231,892鳥取市

1,3906382,028上越市

純資産負 債資 産

２．市民一人当たりの比較 （単位：千円）

※類似都市の各指標については、ホームページ上で公表している財務書類の平成22年度
財務書類の平成22年度決算から引用しました。

１．財務指標の比較
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４．行政コスト計算書の概要

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書に相当するものです。
市の行政活動は、資産の形成にかかわるものだけでなく、人的サービスや給付サービス

など資産形成につながらない行政サービスも行われていますが、こうした経費はバランス
シートには計上されません。行政コスト計算書は、資産形成につながらない行政サービス
の活動コストを明らかにしようとするものです。

また、バランスシートが年度末の資産や負債を明らかにしたものであるのに対し、行政コ
スト計算書は、市民の皆さんに行政サービスを提供するために、この1年間どれだけの費
用を要したか、また、そのためにどのような財源（収入）を調達したかを表わしています。

本市の平成22年度行政コスト総合計は、699億9千万円で、市民一人当たりの行政コス
トで見ると35.8万円となります。

平成22年度と比較すると経常行政コストが12億9千万円の増額、経常収益が1千万円の
減額になっています。

≪住民登録人口 平成23年3月31日現在 195,328人≫

性質別の経費

行政サービスにかかるコストはそのサービスの性質により次のとおり、４種類に分類して
います。

○人にかかるコスト・・・・・ 122億5千万円（構成比：17.5％）
人件費、退職手当引当金繰入等

○物にかかるコスト・・・・・ 210億7千万円（構成比：30.1％）
物件費、維持補修費、減価償却費

○移転支出的なコスト・・・・ 346億円（構成比：49.4％）
扶助費、補助費等、繰出金、普通建設事業費のうち他団体への補助金

○その他のコスト・・・・・・ 20億7千万円（構成比：3.0％）
公債費(支払利息)、回収不能見込額等

平成21年度と比較すると社会保障給付費の増等により移転支出的なコストが6億4千万
円の増額、経済・雇用対策による物件費の増により物にかかるコストが9億3千万円の増
額になっています。
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行政コストの性質別の内訳〔699億9千万円〕

人にかかるコスト

122億5千万円

(17.5%)

物にかかるコスト

210億6千万円

(30.1%)

移転支出的なコスト

346億円

(49.4%)

その他のコスト

20億7千万円

(3.0%)

福祉

278億6千万円

（39.8%）

生活インフラ等

81億1千万円

（11.6%）総務

75億6千万円

（10.8%）

産業振興

73億6千万円

（10.5%）

消防・議会・支払利

息等

49億8千万円

（7.1%）

教育

72億6千万円

（10.4%）

環境衛生

68億6千万円

（9.8%）

目的別の経費

目的別の経費の内訳で主なものは、福祉278億6千万円（39.8％）、生活インフラ等81億1
千万円（11.6％）、総務75億6千万円（10.8％）、教育72億6千万円（10.4％）、環境衛生68
億6千万円（9.8％）、産業振興73億6千万円（10.5％）、消防・議会・支払利息等49億8千万
円（7.1％）となっています。 福祉は、行政コスト全体の４割以上を占めていますが、生活保
護費などの扶助費に多くの経費がかかっていることが、その大きな要因となっています。

平成21年度と比較すると定額給付金等の減により総務が30億円の減額、扶助費の増等
により福祉が42億6千万円増額になっています。

行政コストの目的別の内訳〔699億9千万円〕
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５．純資産変動計算書の概要

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、1年
間でどのように変動したかを表す財務書類で民間企業の株主資本等変動計算書や
損益計算書に相当するものです。

なお、純資産の部は今までの世代が負担してきた部分で、本市が保有する資産（財
産）の財源、又は翌年度以降に自由に使用できる一般財源の増減がわかるように
なっています。

前章で述べたとおり、本市の平成22年度純経常行政コストは668億8千万円減少し、
一般財源（市税、地方交付税等）や国県補助金等の受入が720億円、よって、1年間
で51億2千万円純資産が増加したことがわかります。これを市民一人当たりで見ると
2.6万円となります。言い換えれば、市民１人当たり１年間に2.6万円の純資産が増加
したことになります。

≪住民登録人口 平成23年3月31日現在 195,328人≫

純資産変動計算書

242,751

△66,875

53,457

23,918

25,176

4,363

18,552

△13

247,872

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

その他

期末純資産残高

金 額区 分

貸借対照表 純資産計と同じとなる。 247,872

（単位：百万円）
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６．資金収支計算書の概要

資金収支計算書は、貸借対照表の資産の部に計上してある「歳計現金」が1年間でど

のように変動したのかを、現金の動きのみに着目して表したもので、企業会計のキャッ
シュフローに相当するものです。

なお、資金収支計算書は、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的
収支の部」の三つに大きく区分した上で他の３表と整合を図っているものです。

本市の平成22年度資金収支については「公共資産等整備収支」、「投資・財務的収支」
がマイナスとなっていますが、そのマイナスを「経常的収支」で補っています。トータル収
支は3億9千万円減少し、平成22年度末の資金は14億7千万円となっています。これは、
繰越事業に充当する歳計現金の減少等によるものです。

資金収支計算書

22,574,340

△5,363,455

△17,598,196

１ 経常的収支

２ 公共資産等整備収支

３ 投資・財務的収支

△387,311

1,859,986

1,472,675

当期収支

期首資金残高

期末資金残高

金 額区 分

（単位：千円）

基礎的財政収支

基礎的財政収支は、地方債償還額等を除いた歳出と地方債発行額を除いた歳入
とのバランスをみるものです。

基礎的財政収支は52億円となっています。その主な理由は、地方債の発行抑制に
取組んでおり、地方債発行額よりも元利償還金の方が52億6千万円上回っているた
めです。

支出総額 91,141,022

地方債発行額 7,625,900

基金等取崩額 0

計(B） 98,766,922

収入総額 90,753,711

地方債元利償還額 12,881,233

基金等積立額 334,585

計(A) 103,969,529

基礎的財政収入 (A)－(B) 5,202,607

（単位：千円）
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成0年度における一時借入金の借入限度額は20,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は19,420千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

507,900

12,881,233
334,585

5,202,607

90,753,711
7,625,900

0
91,141,022

1,859,986

1,472,675

0

△ 387,311

10,960,947

7,615,231

0

0

24,635

467,168

8,651,048

△ 17,598,196

2,474,847

2,779,689

315,842

334,426

5,904,804

△ 5,363,455

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

36,114

20,985

7,175,943

3,018,618

4,983,334

26,249,244

89,417

3,519,709

76,197,859

22,574,340

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

8,797,002

811,812

11,268,259

1,659,445

23,831,610

25,176,184

16,041,084

2,036,615

689,031

420,263

4,338,311

145,052

1,071,557

53,623,519

12,274,679

10,247,862

13,735,187

6,853,144

1,939,706

7,501,384

資金収支計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
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